
狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

■ 諮 問

□ 報 告
事 項

AI-OCRにおける読込項目情報の外部提供及び外部提供に係る通

知の要否並びに電子計算機処理による結合について（納税課

分）

根 拠 規 定

□①条例第８条第２項第６号

本人外収集

□②条例第12条第２項第４号

目的外利用

■③条例第13条第２項第４号

外部提供

□④条例第14条第２項

電子計算機処理による記

録項目の設定，追加又は

変更

■⑤条例第15条第１項第２号

電子計算機処理による結

合

□⑥その他

（ ）

主 管 課 企画財政部情報政策課・市民生活部納税課

事 務 の 名 称
AI-OCRによる手書き帳票のデータ化

帳票名【過誤納金還付依頼書・狛江市市税口座振替依頼書】

事 務 の 概 要

AI-OCRとは，手書きの帳票を機械が読み取って，文字データ

にすることができる機能である。

これにより手書き帳票を人の手で入力する手間と時間を省略

することができ，業務の効率化や行政サービスの向上を推進す

る効果が期待される。

【事務の概要・目的等】

・過誤納金還付依頼書

市税過誤納金の還付及び振込先金融機関口座の指定に係る

依頼を納税義務者等から受ける書類

・狛江市市税口座振替依頼書

市税を指定の金融機関口座から振り替える旨の依頼を納税義

務者等から受ける書類

実 施 時 期 令和３年11月から（予定）

件 数
過誤納金還付依頼書 ：年間 約6,000件

狛江市市税口座振替依頼書：年間 約2,500件

□収集する個人情報の項目

□目的外利用する

■外部提供する

□記録項目に設定する

□記録項目に追加する

□記録項目に変更する

保有個人情報の項目

基 本 的 事 項 心 身 の 状 況 家 族 状 況 等 社 会 生 活

■識別番号 ■氏名

□本籍 □国籍

□生年月日 □年齢

□性別 ■住所

■電話番号

□電子メールアドレス

■口座情報

□健康状態

□病歴

□身体の特徴

□家族状況

□親族関係

□婚姻

□職業 □職歴

□学歴 □学業

□資格 □賞罰

□成績 □評価

□財産 □収入

□納税状況 □趣味

□公的扶助
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

そ の 他 の 項 目

外部提供

外部提供先の概

要
NTTデータ

外部提供の形態

□紙媒体

□電磁的記録媒体

■その他の媒体

（具体的な形態）

行政専用の閉域ネットワークを介して

AI-OCR サーバと通信し，市側が読み取った手

書き帳票の画像データをアップロードするこ

とで，文字化されたデータが自動作成され，

そのデータを市側でダウンロードして取得す

る。

外部提供の理由，

方法等

（理由，方法等）

情報の漏洩のリスクが極めて低い，行政専

用の閉域ネットワークを介した通信により，

AI-OCRサーバにデータを提供する。

なお，AI-OCRサーバは，行政で共同利用す

るために国内のデータセンター内に構築・設

置されており，AI-OCRサーバの構築環境につ

いては，総務省の直轄団体である地方公共団

体システム機構の許認可を取得し，行政専用

の閉域ネットワークを介してのみ運用されて

いる。

外部提供先での個

人情報の管理の方

法

AI-OCRサーバにアップロードした画像デー

タ及び文字化されたデータは市が指定した期

間内（５日）で自動削除される。

なお，データセンターは24時間365日有人

警備により入館管理し，サーバー室内の出入

口に生体認証や防犯カメラで入室管理も行う

など厳重な環境で管理している。

外部提供する条

件

個人情報の保護については,狛江市個人情

報保護条例の遵守を徹底させ，市との委託契

約の中で厳密な取扱いを求めるとともに,個

人情報の取扱いに関する特記仕様書を取り交

わしている。

電子計算機処理によ

る結合

結合する市の電子

計算機の概要 ファイルサーバー及び端末機

結合する第三者の

電子計算機の概要
AI-OCRサーバ（NTTデータ）

結合する通信回線

の概要

通信経路の暗号化等により，情報の漏洩の

リスクが極めて低い，行政専用の閉域ネット

ワークを介してAI-OCRサーバと通信する。

通 知 外部提供 ■無
（理由）

１ 第13条第５項の規定の趣旨は，外部提供され
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

る保有個人情報の本人に対し，自己情報コン

トロール権の保障及び当該権利行使の機会の

作出することにある。

２ 本件において使用するAI-OCRは，地方公共団

体システム機構の許認可を取得しているサービ

スであり，行政専用の閉域ネットワークを介し

ているため，外部提供による保有個人情報の漏

えいリスクは十分に低減されていると言える。

また，市役所業務の効率化や行政サービスの

向上を推進するため，本件の必要性は高いもの

である。

３ 以上の理由により，保有個人情報を外部提供

することにつき本人が自己情報コントロール権

を行使しないことが一般通常人の立場から明ら

かであるといえることから，本件については，

同条同項ただし書を適用し，外部提供にかかる

通知は不要といたしたい。

そ の 他 資 料

備 考
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

■ 諮 問

□ 報 告
事 項

AI-OCRにおける読込項目情報の外部提供及び外部提供に係る通

知の要否並びに電子計算機処理による結合について（課税課

分）

根 拠 規 定

□①条例第８条第２項第６号

本人外収集

□②条例第12条第２項第４号

目的外利用

■③条例第13条第２項第４号

外部提供

□④条例第14条第２項

電子計算機処理による記

録項目の設定，追加又は

変更

■⑤条例第15条第１項第２号

電子計算機処理による結

合

□⑥その他

（ ）

主 管 課 企画財政部情報政策課・市民生活部課税課

事 務 の 名 称
AI-OCRによる手書き帳票のデータ化

帳票名【給与所得者異動届出書及び特別徴収の切替申請書】

事 務 の 概 要

AI-OCRとは，手書きの帳票を機械が読み取って，文字データ

にすることができる機能である。

これにより手書き帳票を人の手で入力する手間と時間を省略

することができ，業務の効率化や行政サービスの向上を推進す

る効果が期待される。

【事務の概要・目的等】

事業所に市内在住従業員がおり，住民税の徴収方法に変更が

ある場合に提出する書類で，大きく分けて２種類ある。

１つ目は給与所得者異動届出書で，従業員の退職等により特

別徴収（給与天引き）から普通徴収（本人払い）及び一括徴収

に切り替える場合に提出が必要となる書類。また，従業員の転

勤等により特別徴収を転勤先事業所でも継続する場合も同様に

提出が必要となる書類。

２つ目は特別徴収の切替申請書で，従業員の就職等により，

普通徴収から特別徴収へ切り替える際に必要となる書類。

実 施 時 期 令和３年12月頃から

件 数 年間約7,000件

□収集する個人情報の項目

□目的外利用する

■外部提供する

□記録項目に設定する

□記録項目に追加する

□記録項目に変更する

保有個人情報の項目

基 本 的 事 項 心 身 の 状 況 家 族 状 況 等 社 会 生 活

■識別番号 ■氏名

□本籍 □国籍

■生年月日 □年齢

□性別 ■住所

□電話番号

□健康状態

□病歴

□身体の特徴

□家族状況

□親族関係

□婚姻

□職業 □職歴

□学歴 □学業

□資格 □賞罰

□成績 □評価

□財産 □収入
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

□電子メールアドレス

□口座情報

□納税状況 □趣味

□公的扶助

そ の 他 の 項 目

外部提供

外部提供先の概

要
NTTデータ

外部提供の形態

□紙媒体

□電磁的記録媒体

■その他の媒体

（具体的な形態）

行政専用の閉域ネットワークを介して

AI-OCR サーバと通信し，市側が読み取った手

書き帳票の画像データをアップロードするこ

とで，文字化されたデータが自動作成され，

そのデータを市側でダウンロードして取得す

る。

外部提供の理由，

方法等

（理由，方法等）

情報の漏洩のリスクが極めて低い，行政専

用の閉域ネットワークを介した通信により，

AI-OCRサーバにデータを提供する。

なお，AI-OCRサーバは，行政で共同利用す

るために国内のデータセンター内に構築・設

置されており，AI-OCRサーバの構築環境につ

いては，総務省の直轄団体である地方公共団

体システム機構の許認可を取得し，行政専用

の閉域ネットワークを介してのみ運用されて

いる。

外部提供先での個

人情報の管理の方

法

AI-OCRサーバにアップロードした画像デー

タ及び文字化されたデータは市が指定した期

間内（５日）で自動削除される。

なお，データセンターは24時間365日有人

警備により入館管理し，サーバー室内の出入

口に生体認証や防犯カメラで入室管理も行う

など厳重な環境で管理している。

外部提供する条

件

個人情報の保護については,狛江市個人情

報保護条例の遵守を徹底させ，市との委託契

約の中で厳密な取扱いを求めるとともに,個

人情報の取扱いに関する特記仕様書を取り交

わしている。

電子計算機処理によ

る結合

結合する市の電子

計算機の概要 ファイルサーバー及び端末機

結合する第三者の

電子計算機の概要
AI-OCRサーバ（NTTデータ）

結合する通信回線

の概要

通信経路の暗号化等により，情報の漏洩の

リスクが極めて低い，行政専用の閉域ネット

ワークを介してAI-OCRサーバと通信する。
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【情報政策課】

通 知 外部提供 ■無

（理由）

１ 第13条第５項の規定の趣旨は，外部提供され

る保有個人情報の本人に対し，自己情報コン

トロール権の保障及び当該権利行使の機会の

作出することにある。

２ 本件において使用するAI-OCRは，地方公共団

体システム機構の許認可を取得しているサービ

スであり，行政専用の閉域ネットワークを介し

ているため，外部提供による保有個人情報の漏

えいリスクは十分に低減されていると言える。

また，市役所業務の効率化や行政サービスの

向上を推進するため，本件の必要性は高いもの

である。

３ 以上の理由により，保有個人情報を外部提供

することにつき本人が自己情報コントロール権

を行使しないことが一般通常人の立場から明ら

かであるといえることから，本件については，

同条同項ただし書を適用し，外部提供にかかる

通知は不要といたしたい。

そ の 他 資 料

備 考
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【健康推進課】

□ 諮 問

■ 報 告
事 項

自宅療養者等に対する支援活動における保有個人情報の電子計

算機処理による記録項目の設定並びに本人外収集及び外部提供

に係る通知の要否について

根 拠 規 定

□①条例第８条第２項第６号

本人外収集

□②条例第12条第２項第４号

目的外利用

□③条例第13条第２項第４号

外部提供

■④条例第14条第２項

電子計算機処理による記

録項目の設定，追加又は

変更

□⑤条例第15条第１項第２号

電子計算機処理による結

合

■⑥その他（条例第８条第３

項及び第13条第５項

本人への通知）

主 管 課 福祉保健部健康推進課

事 務 の 名 称 （仮称）自宅療養者支援事業

事 務 の 概 要

新型コロナウイルス感染症の地域流行に伴い，自宅で療養さ

れる患者が急増するなか，より地域に密着した迅速かつきめ細

やかな支援の提供が必要となったため，市が自宅療養者への支

援提供を実施する場合は，感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律第 44 条の３第６項の規定に基づく連携

の一環として，都が自宅療養者等の個人情報について支援に必

要な範囲で提供することとなった。

現在，支援活動に必要な情報提供に関し，協定を締結する方

向で都が準備を進めているが，緊急の対応が必要な状況である

ことを踏まえ，協定が締結されるまでの間，別紙「東京都から

提供する新型コロナウイルス感染症患者等に関する個人情報の

取扱いについて」に市が同意した上で，東京都個人情報の保護

に関する条例第１０条第２項第２号の規定に基づく法令等に定

めがあるときとして，情報提供される。

提供された情報については，狛江市医師会及び訪問介護ステ

ーションとも共有し，健康観察，電話，訪問等を実施する。

この際，都からの情報提供については，閉域ネットワー

クであり，セキュリティが確保されている LGWAN（総合行政

ネットワーク）上で利用可能なファイル転送サービスを利

用し，市における情報共有については，電話等による口頭，

紙媒体又は電磁記録的媒体で提供し，郵送等は行わず健康推進

課職員が直接手渡しする。

なお，都からの情報提供は個人情報の本人外収集に該当し，

市における情報共有は保有個人情報の外部提供に該当するが，

どちらも狛江市個人情報保護条例第８条第２項第３号及び第

13 条第２項第３号の規定に基づく市民の生命，身体又は財産

の安全を守るため，緊急かつやむを得ないと認められるときと

して実施するものである。

実 施 時 期 令和３年９月30日から
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【健康推進課】

件 数 ４名（９月30日時点での自宅療養者数）

□収集する個人情報の項目

□目的外利用する

□外部提供する

■記録項目に設定する

□記録項目に追加する

□記録項目に変更する

保有個人情報の項目

基 本 的 事 項 心 身 の 状 況 家 族 状 況 等 社 会 生 活

□識別番号 ■氏名

□本籍 □国籍

■生年月日 □年齢

■性別 ■住所

■電話番号

□電子メールアドレス

□口座情報

□健康状態

□病歴

□身体の特徴

□家族状況

□親族関係

□婚姻

□職業 □職歴

□学歴 □学業

□資格 □賞罰

□成績 □評価

□財産 □収入

□納税状況 □趣味

□公的扶助

そ の 他 の 項 目
発症日，療養開始日，その他管轄する保健所が地域の実情に応

じて提供する情報

電子計算機処理によ

る記録項目の設定，

追加又は変更

【記録項目の設定，追加又は変更をする電子計算機処理の概要】

電子計算ソフトに健康推進課職員が直接入力する。

通 知

本人外収

集・外部

提供

■無

（理由）

１ 第８条第３項及び第13条第５項の規定の趣旨

は，本人外収集及び外部提供される個人情報

の本人に対し，自己情報コントロール権の保

障及び当該権利行使の機会の作出することに

ある。

２ 本件においては，本人外収集する個人情報に

ついては，閉域ネットワークであり，セキュリ

ティが確保されているLGWAN（総合行政ネット

ワーク）上で利用可能なファイル転送サービス

を利用し，外部提供については，提供の対象と

なる個人情報の記録媒体を直接手渡しし，狛

江市医師会等におけるデータ保管場所の施錠

等具体的な取組み等により，本人外収集及び外

部提供による保有個人情報の漏えいリスクは十

分に低減されていると言える。

また，新型コロナウイルス感染症の地域流行

に伴い，自宅で療養される患者が急増するな

か，より地域に密着した迅速かつきめ細やかな

支援の提供するため，東京都から新型コロナウ

イルス感染症に係る自宅療養者等陽性者の個人

情報の提供を受け，それを狛江市医師会等にも

外部提供し，健康観察，電話・訪問等を早急に

行う必要があることから，本件の必要性は高い

ものである。

３ 以上の理由により，個人情報を本人外収集及
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狛江市個人情報保護審議会付議案件シート

【健康推進課】

び外部提供することにつき本人が自己情報コン

トロール権を行使しないことが一般通常人の立

場から明らかであるといえることから，本件に

ついては，同条同項ただし書を適用し，本人外

収集及び外部提供にかかる通知は不要といたし

たい。

そ の 他 資 料
東京都から提供する新型コロナウイルス感染症患者等に関する個

人情報の取扱いについて

備 考
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別紙

東京都から提供する新型コロナウイルス感染症患者等に関する個人情報の取扱いについて

第１ 提供情報

都が提供する患者情報（以下「患者情報」という。）は、 市・町・村に居住

する新型コロナウイルス感染症患者のうち、自宅療養者及び入院・療養等調整中の患者（以

下「自宅療養者等」という。）の以下の情報とする。

１ 氏名

２ 住所

３ 連絡先

４ 生年月日

５ 性別

６ 発症日

７ 療養開始日

８ その他、管轄する保健所が地域の実情に応じて提供する情報

第２ 患者情報の提供方法

患者情報の提供を希望する場合は、「保有個人情報の目的外提供の依頼について」（別紙第

２号様式）により都に申請すること。申請受理後、都は、ＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワー

ク）上のファイル共有システム等を用いて提供する。

第３ 利用の制限

都が提供する患者情報は、以下の支援活動以外の目的で使用しないこと。

１ 平常時における支援活動

（１）自宅療養者等の安否確認、健康観察

（２）自宅療養者等に対する食事の提供、日用品の支給その他日常生活を営むために必要な

サービスの提供又は物品の支給

（３）平常時における自宅療養者等への防災及び避難に関する情報提供

２ 災害時における支援活動

（１）災害時における自宅療養者等への防災及び避難に関する情報提供

（２）災害時における自宅療養者等の安否確認

（３）災害時における自宅療養者等の避難支援活動

第４ 提供の制限

１ 患者情報から知り得た内容を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に利用して

はならない。

２ 都の指示がある場合を除き、患者情報の全部又は一部を都の事前の承諾を得ることな

く、第三者に提供してはならない。

３ 民間事業者等の守秘義務が課せられていない外部の団体又は個人に情報を提供する際

は、本条と同内容の項目を盛り込んだ協定の締結若しくは誓約書の提出を義務付ける等の

措置をとらなければならない。
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別紙
第５ 複製の禁止

都の指示がある場合を除き、事前の承諾を得ることなく、患者情報を複写し、又は複製し

てはならない。

第６ 患者情報の管理

都から患者情報の提供を受け、管理・使用するに当たっては、次の事項を遵守すること。

１ 「患者情報管理責任者」を定め、その者の関与の下に患者情報を使用すること。

２ 患者情報を取り扱うパソコンにＩＤ及びパスワードを設定して、患者情報管理責任者及

びその関与の下に業務を行う担当者以外は閲覧できないようにするなど、適切かつ厳格に

管理すること。

３ 患者情報の紛失、破損、改ざん、漏洩等の事故を防止すること。

第７ 収集した保有個人情報の提供

自宅療養者等の支援活動を行う上で収集した個人情報のうち、都への提供に同意があった

ものについて、都からの求めに応じ、提供すること。

第８ 自宅療養者等の支援内容の報告

患者情報を利用して行った自宅療養者等の支援内容について、都からの求めに応じ、報告

すること。

第９ 患者情報の返還

次のいずれかに該当するときは、提供を受けた患者情報を返還すること。

１ 都に重大な損害又は危害を及ぼしたとき。

２ 個人情報の取扱いについて不正又は不適正な行為があったとき。

３ 都の指示に正当な理由なく従わないとき。

４ 新型コロナウイルス感染症の取扱いが変更されたとき。

第１０ 患者情報の消去

患者情報管理責任者は、患者情報が不要となった場合には、当該患者情報の復元又は判読

が不可能となる方法により、当該情報の消去を行わなければならない。

第１１ 事故発生時の報告

患者情報の紛失、盗難その他の事故が生じ、又は生じるおそれのあるときは、直ちに都に

報告し、その指示に従うものとする。

第１２ 協定の締結

本同意による提供開始後、個人情報の取扱いに関し、速やかに都と協定を締結すること。

第１３ 定めのない事項の処理

同意書に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、都と協議して定めるものとす

る。

第１４ 有効期間

本同意に基づく情報提供は、協定が締結され、その効力が発生するまでの間とする。
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別紙第１号様式

同 意 書

市・町・村内に居住する新型コロナウイルス感染症患者のうち、

自宅療養者及び入院・療養等調整中の患者に対する支援活動等のため、東京都が

保有する新型コロナウイルス感染症陽性者等の個人情報の提供を受けるに当た

り、別紙「東京都から提供する新型コロナウイルス感染症患者等に関する個人情

報の取扱いについて」の内容を遵守することに同意します。

年 月 日

東京都知事 殿

長 （印）
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別紙第２号様式

年 月 日

東京都知事 殿

長 （印）

保有個人情報の目的外提供の依頼について

下記の保有個人情報について、目的外提供をお願いいたします。

記

１ 使用目的

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114

号）第 44 条の 3第 6項の規定による自宅療養者等に対する支援

２ 保有個人情報の内容

市・町・村に居住する新型コロナウイルス感染症患者のうち、自宅

療養者及び入院・療養等調整中の患者の以下の情報

①氏名、②住所、③連絡先、④生年月日、⑤性別、⑥発症日、⑦療養開始日、

⑧その他、管轄する保健所が地域の実情に応じて提供する情報

３ 使用方法（個人情報を利用して実施する支援内容）

４ 担当部署・担当者名・電話番号・メールアドレス

平常時 災害時

支援

内容

13



アンケート案件実施前確認シート

ア ン ケ ー ト 案 件 名 人権に関する市民意識調査

根 拠 規 定
 ①条例第12条第２項第４号

目的外利用

 ②条例第13条第２項第４号

外部提供

主 管 課 企画財政部政策室

事 務 の 名 称 人権に関する市民意識調査

アンケート実施の目的

人権を尊重しみんなが生きやすい狛江をつくる基本条例の推進

に向け，今後の人権施策をより効果的に進めるための基礎資料と

するため。

実 施 時 期 令和３年４月１日から令和３年４月30日まで

件 数 2,500件

対 象 範 囲 15歳以上の市民

目的外利用する保有個人情報の項目

基 本 的 事 項 心 身 の 状 況 家 族 状 況 等 社 会 生 活

□識別番号  氏名

□本籍 □国籍

 生年月日 □年齢

 性別  住所

□電話番号

□電子メールアドレス

□口座情報

□健康状態

□病歴

□身体の特徴

□家族状況

□親族関係

□婚姻

□職業 □職歴

□学歴 □学業

□資格 □賞罰

□成績 □評価

□財産 □収入

□納税状況 □趣味

□公的扶助

そ の 他 の 記 録 項 目 ※４情報以外を利用する場合には，記入してください。

目的外利用をする

個人情報取扱事務

（提供元の事務）

の名称

住民基本台帳事務

目的外利用をする

個人情報取扱事務

（提供元の事務）

を行う組織の名称

市民生活部市民課

目的外利用の理

由，方法等

（理由，方法等）

アンケートの送付対象を選出する為，住民基本台帳に登録されている

満15歳以上の市民の中から無作為に抽出し，その者の郵便番号，住所及

び氏名を宛名ラベルに印刷する方法で目的外利用を行う。抽出したデー

タはパスワードをかけて保管する。

目的外利用した保

有個人情報の削除

の方法

（いつ，誰が，どのように）

リストについては，アンケートの封入発送業務完了後，機密文書廃棄

委託契約を締結している委託業者に破棄依頼を行う。
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アンケート案件実施前確認シート

外部提供する保有個人情報の項目

基 本 的 事 項 心 身 の 状 況 家 族 状 況 等 社 会 生 活

□識別番号  氏名

□本籍 □国籍

□生年月日 □年齢

□性別  住所

□電話番号

□電子メールアドレス

□口座情報

□健康状態

□病歴

□身体の特徴

□家族状況

□親族関係

□婚姻

□職業 □職歴

□学歴 □学業

□資格 □賞罰

□成績 □評価

□財産 □収入

□納税状況 □趣味

□公的扶助

そ の 他 の 記 録 項 目 ※氏名・住所以外を外部提供する場合には，記入してください。

外部提供先の概

要

社会福祉法人 東京コロニー

狛江市からの受託実績もあり，セキュリティ管理も整っているため，

提供する個人情報の取扱いについて，適切に管理取扱いが可能な業者で

ある。

外部提供の形態

□紙媒体

□電磁的記録媒体

 その他の媒体

（具体的な形態）

郵便番号，住所及び氏名が記載された宛名ラベル

外部提供の理由，

方法等

（理由，方法等）

宛名ラベル貼付業務を外部委託するため。

政策室市民協働推進担当が政策室執務室内にて委託業者に直接手渡

し，委託業者が施錠可能なケースに保管して厳重な管理のもと事業者施

設内まで持ち帰る。

外部提供先での個

人情報の管理の方

法

事業者施設内において，セキュリティ環境の整った室内において施錠

が可能な保管庫の中で厳重管理する。

外部提供した保

有個人情報の返

却方法

（いつ，誰が，どのように）

委託業務終了後，委託業者から宛名ラベルが貼付された封筒を政策室

市民協働推進担当職員が直接受け取る。

外部提供した保

有個人情報の削

除の方法

（いつ，誰が，どのように）

外部提供する保有個人情報は，郵便番号，住所及び氏名が記載された

宛名ラベルのみで，封筒へ貼付され全て回収されるため，保有個人情報

は委託先に残らない。

外部提供する条

件

個人情報の保護については,狛江市個人情報保護条例の遵守を徹底さ

せ，委託契約の中で厳密な取扱いを求めるとともに,個人情報の取扱い

に関する特記仕様書を取り交わすこと。

通 知

保有個人情報の保護に資するために，アンケート発送前に広報こまえ

により本件（ 目的外利用 ・ 外部提供 ）について広く通知する

こととする。

備 考
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